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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第94期中 第95期中 第96期中 第94期 第95期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

完成工事高 (千円) 8,910,551 8,307,051 6,867,655 30,845,925 30,920,046

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △915,648 △1,268,436 △807,752 425,159 241,459

中間(当期)純損失(△) 
又は当期純利益 

(千円) △612,686 △813,400 △542,766 144,973 △1,399,696

純資産額 (千円) 5,156,676 5,125,843 4,073,100 5,964,399 4,559,923

総資産額 (千円) 23,140,070 18,098,845 18,008,974 24,443,313 18,445,389

１株当たり純資産額 (円) 260.75 259.28 206.14 301.65 230.72

１株当たり中間(当期) 
純損失(△)又は当期純利益 

(円) △30.97 △41.14 △27.46 7.33 △70.80

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 22.3 28.3 22.6 24.4 24.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △681,081 522,066 555,967 △700,804 12,269

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 66,532 25,082 △7,459 90,345 1,498,793

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △502,855 △670,254 △562,889 △653,530 △1,610,872

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 928,491 732,589 740,023 779,811 752,130

従業員数 (名) 522 542 513 497 532



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第94期中 第95期中 第96期中 第94期 第95期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

完成工事高 (千円) 8,774,976 7,783,078 6,340,498 30,519,448 29,628,976

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △944,929 △1,275,372 △843,154 365,224 180,507

中間(当期)純損失(△) 
又は当期純利益 

(千円) △633,363 △802,706 △547,145 107,941 △1,400,985

資本金 (千円) 1,970,000 1,970,000 1,970,000 1,970,000 1,970,000

発行済株式総数 (株) 19,800,000 19,800,000 19,800,000 19,800,000 19,800,000

純資産額 (千円) 5,092,945 5,070,118 4,000,071 5,884,314 4,492,984

総資産額 (千円) 23,065,618 17,727,268 17,481,567 24,338,256 18,041,955

１株当たり純資産額 (円) 257.53 256.46 202.44 297.60 227.33

１株当たり中間(当期) 
純損失(△)又は当期純利益 

(円) △32.02 △40.60 △27.68 5.45 △70.86

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

自己資本比率 (％) 22.1 28.6 22.9 24.2 24.9

従業員数 (名) 481 448 414 457 445



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

建設事業 496 

その他の事業 17 

合計 513 

従業員数(名) 414 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益が家計部門へも波及し、設備投資も底堅く推移する

など、緩やかな拡大基調が持続しました。 

一方、当社グループの属する電気工事業界は、民間設備投資は総じて増勢にあるものの、依然として選別傾向は

鮮明で、公共投資の減少も続くなか、物量・価格の両面において企業間競争が激しい環境下にありました。 

このような状況下、当社グループは、前連結会計年度において実施した事業構造改革（本社事務所移転、保有資

産の適正化、有利子負債の圧縮、早期退職等）をふまえ、更なる変革に挑戦してまいりました。これらの事業変革

を推進することにより、新しく生まれ変わるという決意のもと、当社は本年７月１日をもって商号を「富士電機Ｅ

＆Ｃ株式会社」へと改め、企業イメージの刷新を図るとともに、物量の拡大、経費の削減をはじめとした諸施策に

取り組んでまいりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の受注高は130億28百万円（前年同期比3.5%増）と若干ながら増加しました。完

成工事高においては、前中間連結会計期間には大型物件の完成があったこともあり68億67百万円（前年同期比17.3%

減）となりましたが、利益面では、コストダウンおよび固定費削減効果により、経常損失は8億7百万円（前年同期

は12億68百万円）、中間純損失は5億42百万円（前年同期は8億13百万円）と改善いたしました。 

  

当中間連結会計期間における分野別の状況は以下のとおりであります。 

  

（建設事業） 

水処理・環境分野では、主力である上水道設備、電鉄関連設備の取り込みに注力しましたが、排水処理設備、道

路トンネル電気設備が低調に推移した結果、受注高は33億68百万円（前年同期比6.4%減）となりました。また、完

成工事高は、排水処理設備、道路照明設備等は増加しましたが、ゴミ焼却設備、電鉄関連設備、道路トンネル電気

設備の減少により、17億18百万円（前年同期比19.1%減）となりました。 

エネルギー分野では、電力業界の需要低迷、電力市場の自由化に伴うコスト低減等により、依然厳しい環境下で

推移するなか、原子力の核燃料再処理設備等は減少しましたが、火力発電設備建設分野等へ注力した結果、受注高

は13億3百万円（前年同期比10.8%増）となりました。また、完成工事高は、火力・水力・原子力の発電設備は減少

したものの、ディーゼル・ガスタービン等の自家発電設備の完成により、9億37百万円（前年同期比16.8%増）とな

りました。 

産業分野では、民間設備投資が堅調に推移し、内需主導による回復が進んでいるなか、受注競争は依然として厳

しい状況にありましたが、外販比率拡大を目指した積極的な営業を展開してまいりました。この結果、機械・電気

関係等の若干の減少はありましたが、鉄鋼プラント設備、石油・化学プラント設備の大幅な増加により、受注高は

40億89百万円（前年同期比16.3%増）となりました。 



一方、完成工事高は、石油・化学プラント設備における完成工事件数の減少等により、18億71百万円（前年同期

比23.4%減）となりました。 

建築・建築付帯分野では、民間設備投資は回復基調にあるものの、公共投資は縮減傾向が続き、受注競争は依然

厳しい状況のなか、大口の工場新築および事務所設備の取り込みはありましたが、公共設備、コンビニ・スーパー

マーケット関連設備等の減少により、受注高は40億86百万円（前年同期比1.8%減）とほぼ横ばいとなりました。一

方、完成工事高は、工場・倉庫の新増築・解体等の完成はあったものの、前中間連結会計期間に大型物件の完成が

あったこともあり、21億59百万円（前年同期比22.9%減）となりました。 

  

（その他の事業） 

その他の事業は、子会社における配管漏洩補修による業績でありますが、石油・化学業界におけるプラント操業

率向上に伴い作業依頼が増加し、受注高は1億81百万円（前年同期比30.9%増）、完成工事高は1億81百万円（前年同

期比30.9%増）となりました。 

  

なお、事業の状況の各記載事項には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業キャッシュ・フ

ローで得た資金を短期借入金の返済に充てたことにより12百万円減少し、7億40百万円となりました。 

  

また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において、営業活動による資金の増加は5億55百万円（前年同期は5億22百万円の増加）となり

ました。これは、8億33百万円の税金等調整前中間純損失を計上しましたが、売上債権および未成工事受入金の回収

が促進されたことが主要因であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において、投資活動による資金の減少は7百万円（前年同期は25百万円の増加）となりまし

た。これは、本社移転に伴う有形固定資産の取得による支出を、有形固定資産の売却や定期預金の払戻による収入で

賄ったことが主要因であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において、財務活動による資金の減少は5億62百万円（前年同期は6億70百万円の減少）とな

りました。これは、短期借入金の返済が主要因であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 受注実績 

  

  

(2) 売上実績 

  

(注) １ 当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。 

２ 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。 

  

区分 
前中間連結会計期間

(千円) 
当中間連結会計期間

(千円) 

 水処理・環境 3,597,032 3,368,121

 エネルギー 1,175,841 1,303,265

 産業 3,517,124 4,089,182

 建築・建築付帯 4,160,414 4,086,252

建設事業 12,450,411 12,846,821

その他の事業 138,896 181,746

計 12,589,308 13,028,568

区分 
前中間連結会計期間

(千円) 
当中間連結会計期間

(千円) 

 水処理・環境 2,124,093 1,718,092

 エネルギー 802,302 937,100

 産業 2,441,168 1,871,097

 建築・建築付帯 2,800,589 2,159,617

建設事業 8,168,154 6,685,908

その他の事業 138,896 181,746

計 8,307,051 6,867,655

前中間連結会計期間   

 富士電機システムズ㈱ 2,783,856千円 33.5％

 富士電機デバイステクノロジー㈱ 906,297千円 10.9％

当中間連結会計期間   

 富士電機システムズ㈱ 2,423,809千円 35.3％



なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

(単位：千円) 

(注) １ 前期以前に受注したもので契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、当期受注工事高にその増減額が含ま

れております。なお、前期に受注残高修正を行っており、前期の手持工事高において7,184,761千円を調整後集計してお

ります。 

２ 次期繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 当期施工高は(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致いたします。 

  

受注工事高及び完成工事高について 

 当社は建設市場の状況を反映して工事の受注及び完成が上半期と下半期とで平均化しておらず、最近２事業年度についてみ

ても次のように変動しています。 

(単位：千円) 

  

期別 工事種類 前期繰越 
工事高 

当期受注
工事高 計

当期完成
工事高 

次期繰越工事高 当期 
施工高 

手持工事高 うち施工高 

前上半期 
(自平成16年４月１日 
至平成16年９月30日) 

    ％   
水処理・環境 10,209,020 3,584,834 13,793,854 2,111,895 11,681,959 33.2 3,879,277 2,823,153

エネルギー 4,476,868 1,175,841 5,652,709 802,302 4,850,406 34.4 1,668,080 987,297

産業 6,497,916 3,144,246 9,642,162 2,068,290 7,573,872 25.1 1,903,109 2,352,984

建築・建築付帯 8,258,369 4,160,414 12,418,783 2,800,589 9,618,194 30.9 2,975,518 3,208,506

計 29,442,175 12,065,335 41,507,510 7,783,078 33,724,431 30.9 10,425,984 9,371,940

当上半期 
(自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日) 

水処理・環境 7,548,267 3,340,238 10,888,505 1,690,209 9,198,295 37.3 3,426,692 3,785,297

エネルギー 3,369,633 1,303,265 4,672,898 937,100 3,735,797 44.9 1,677,763 1,750,959

産業 3,832,767 3,771,655 7,604,422 1,553,570 6,050,852 26.3 1,589,140 2,656,414

建築・建築付帯 4,884,663 4,086,252 8,970,915 2,159,617 6,811,298 36.1 2,459,954 3,743,824

計 19,635,330 12,501,411 32,136,741 6,340,498 25,796,243 35.5 9,153,549 11,936,494

前期 
(自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日) 

水処理・環境 10,209,020 11,183,273 21,392,294 10,372,981 7,548,267 17.6 1,331,604 8,536,566

エネルギー 4,476,868 2,718,984 7,195,853 2,934,680 3,369,633 25.6 863,904 2,315,499

産業 6,497,916 5,539,902 12,037,819 7,027,989 3,832,767 12.7 486,296 5,895,870

建築・建築付帯 8,258,369 7,564,732 15,823,101 9,293,326 4,884,663 17.9 875,747 7,601,472

計 29,442,175 27,006,893 56,449,068 29,628,976 19,635,330 18.1 3,557,551 24,349,407

期別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期
(A) 

上半期 
(B) 

(B)／(A)
％ 

１年通期
(C) 

上半期 
(D) 

(D)／(C)
％ 

第94期 29,055,283 13,009,136 44.8 30,519,448 8,774,976 28.8

第95期 27,006,893 12,065,335 44.7 29,628,976 7,783,078 26.3

第96期 ― 12,501,411 ― ― 6,340,498 ―



(2) 完成工事高 

(単位：千円) 

(注) １ 完成工事高のうち主なものは、次のとおりであります。 

前上半期の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なもの 

  

当上半期の完成工事のうち請負金額１億円以上の主なもの 

  

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次の通りであります。 

  

期別 工事種類 官公庁 民間 計 

前上半期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

水処理・環境 230,661 1,881,234 2,111,895

エネルギー 470 801,832 802,302

産業 ─ 2,068,290 2,068,290

建築・建築付帯 4,560 2,796,029 2,800,589

計 235,691 7,547,387 7,783,078

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

水処理・環境 287,905 1,402,303 1,690,209

エネルギー ─ 937,100 937,100

産業 ─ 1,553,570 1,553,570

建築・建築付帯 415,417 1,744,200 2,159,617

計 703,322 5,637,175 6,340,498

富士電機デバイス 

テクノロジー㈱ 
松本工場５－２Ｃ棟 増築工事の内建築工事 

富士ライフ㈱ 多摩あんしん館 新築工事 

富士電機システムズ㈱ 東京都足立清掃工場 プラント更新工事の内２期灰溶融炉電気計装工事 

日本大学 文理学部新図書館 新築電気設備工事 

広島県 太田川東部浄化センター汚泥濃縮棟 電気設備工事 

富士電機 

リテイルシステムズ㈱ 
関東各所コンビニエンスストア コールドチェーン設備工事 

㈱長谷工 

コーポレーション 
野村不動産㈱ 鶴見区平安町 建物解体及び土壌改良工事 

三重県 
四日市港管理組合 霞ヶ浦地区北ふ頭コンテナターミナル 

冷凍コンセント設備及び配管配線工事 

富士電機 

ホールディングス㈱ 

富士電機リテイルシステムズ㈱ 三重工場 

体育館／テニスコ－ト等解体及びグランド更地化工事 

川崎重工業㈱ 石原産業㈱ 四日市工場 石炭焚２００Ｔ／ＨＢＴＧ電気計装工事 

前上半期     

富士電機システムズ㈱ 2,766,689千円 35.5％

富士電機デバイステクノロジー㈱ 906,297千円 11.6％

当上半期     

富士電機システムズ㈱ 2,397,713千円 37.8％



(3) 手持工事高(平成17年９月30日現在) 

(単位：千円) 

(注) 手持工事高のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

  

工事種類 官公庁 民間 計 

水処理・環境 502,096 8,696,199 9,198,295

エネルギー ─ 3,735,797 3,735,797

産業 ─ 6,050,852 6,050,852

建築・建築付帯 1,014,754 5,796,544 6,811,298

計 1,516,850 24,279,393 25,796,243

富士物流㈱ 京浜物流センター２号棟 建築工事一式 平成18年１月完成予定
富士電機リテイル 
システムズ㈱ 

埼玉工場 新事務所棟建築工事 平成18年５月完成予定

富士電機 
システムズ㈱ 

㈱東京ガス横須賀パワー 横須賀パワーステーション
主機・ＨＲＳＧ・電装工事 

平成18年６月完成予定

富士電機 
システムズ㈱ 

台湾 広輝電子 液晶工場クリーンルーム電気工事
（３期工事） Ｐｈａｓｅ Ⅱ 

平成19年３月完成予定

富士電機 
システムズ㈱ 

太陽電池熊本工場 新築工事 平成18年７月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、民間需要に支えられ国内景気は緩やかながらもさらに回復に向かうことが期待され

ますが、公共投資削減や主要資材の高騰等の懸念材料も多く、決して楽観を許さぬ状況が続くものと思われます。 

当社グループといたしましては、収益力強化により安定的な配当ができる企業体質を構築することを至上命題と位

置付け、営業強化、海外事業の拡大、事業の幅の拡大による物量確保、並びに、施工のレベルアップ、調達コストダ

ウンの推進、管理・間接業務の効率化によるコスト競争力強化に取り組んでまいります。また、財務体質の更なる強

化、コンプライアンスの徹底、人材の確保・育成、安全衛生活動の推進による無事故・無災害、品質・環境マネジメ

ントシステムの維持・改善等の施策の実行により、企業体質の強化を図ってまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 72,000,000

計 72,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,800,000 19,800,000
東京証券取引所
市場第二部 

計 19,800,000 19,800,000 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ― 19,800,000 ― 1,970,000 ― 1,801,825

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

富士電機ホールディングス 
株式会社 

川崎市川崎区田辺新田１－１ 11,785 59.52

富士電機Ｅ＆Ｃ社員持株会 川崎市幸区堀川町５８０ 974 4.92

日本証券金融株式会社 中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ 324 1.63

株式会社みずほ銀行 千代田区内幸町１丁目１－５ 297 1.50

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３丁目１－１ 268 1.35

株式会社東邦商会 千代田区神田錦町１丁目８－９ 121 0.61

株式会社東京三菱銀行 千代田区丸の内２丁目７－１ 116 0.58

みずほ信託銀行株式会社 中央区八重洲１丁目２－１ 94 0.47

瀬 川   晃 神奈川県 70 0.35

富士電機リテイルシステムズ 
株式会社 

千代田区外神田６丁目15－12 66 0.33

富士物流株式会社 港区三田３丁目10－１ 66 0.33

富士電機総設株式会社 中央区八丁堀２丁目20－８ 66 0.33

富士ライフ株式会社 品川区大崎１丁目11－２ 66 0.33

計 ― 14,316 72.30



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株（議決権14個）含まれております。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式85株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

41,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

19,514,000 
19,514 ― 

単元未満株式 
普通株式 

245,000 
― ― 

発行済株式総数 19,800,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 19,514 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社 

川崎市幸区堀川町580番地 41,000 ― 41,000 0.20

計 ― 41,000 ― 41,000 0.20



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 169 163 164 183 273 377

最低(円) 156 152 154 161 180 225



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに前中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

現金預金   860,854 842,927 874,888  

受取手形・ 
完成工事未収入金等 

  4,702,436 5,912,212 12,272,918  

未成工事支出金等   9,201,095 8,817,242 3,549,908  

その他   1,143,162 1,218,809 530,670  

貸倒引当金   △5,206 △2,962 △12,736  

流動資産合計   15,902,342 87.9 16,788,230 93.2 17,215,650 93.3

Ⅱ 固定資産        

有形固定資産 ※１ 889,083 339,212 394,389  

無形固定資産   23,003 19,882 21,443  

投資その他の資産   1,331,083 908,116 860,450  

貸倒引当金   △46,668 △46,467 △46,543  

固定資産合計   2,196,502 12.1 1,220,744 6.8 1,229,739 6.7

資産合計   18,098,845 100.0 18,008,974 100.0 18,445,389 100.0

         

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

支払手形・ 
工事未払金等 

  6,232,412 8,457,192 10,452,255  

短期借入金   2,100,320 600,320 1,150,320  

未成工事受入金   4,150,791 4,311,798 1,285,254  

完成工事補償引当金   39,000 53,000 53,000  

その他   270,719 309,498 743,382  

流動負債合計   12,793,243 70.7 13,731,809 76.3 13,684,212 74.2



  

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債        

長期借入金   880 560 720  

固定負債合計   880 0.0 560 0.0 720 0.0

負債合計   12,794,123 70.7 13,732,369 76.3 13,684,932 74.2

         

(少数株主持分)        

少数株主持分   178,878 1.0 203,504 1.1 200,533 1.1

         

(資本の部)        

Ⅰ 資本金   1,970,000 10.9 1,970,000 10.9 1,970,000 10.6

Ⅱ 資本剰余金   1,801,825 9.9 1,801,825 10.0 1,801,825 9.8

Ⅲ 利益剰余金   1,360,965 7.5 231,902 1.3 774,669 4.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  75,752 0.4 152,981 0.8 97,772 0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定   △77,942 △0.4 △77,000 △0.4 △78,711 △0.4

Ⅵ 自己株式   △4,757 △0.0 △6,608 △0.0 △5,631 △0.0

資本合計   5,125,843 28.3 4,073,100 22.6 4,559,923 24.7

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  18,098,845 100.0 18,008,974 100.0 18,445,389 100.0

         



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高      

完成工事高  8,307,051 100.0 6,867,655 100.0 30,920,046 100.0 

Ⅱ 売上原価      

完成工事原価  8,154,461 98.2 6,471,773 94.2 28,077,202 90.8 

売上総利益      

完成工事総利益  152,590 1.8 395,881 5.8 2,842,844 9.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,499,769 18.0 1,213,803 17.7 2,735,066 8.8 

営業利益  ― ― ― ― 107,777 0.4 

営業損失  1,347,178 16.2 817,921 11.9 ― ― 

Ⅳ 営業外収益      

受取利息  12,952 340 18,157   

受取配当金  3,103 4,013 3,534   

匿名組合投資利益  43,598 ― 96,350   

貸倒引当金戻入益  13,404 9,882 ―   

建設労災補償共済金  10,000 ― ―   

その他  14,314 10,843 48,492   

営業外収益計  97,372 1.1 25,080 0.4 166,535 0.5 

Ⅴ 営業外費用      

支払利息  4,194 6,996 12,696   

売掛債権譲渡費  5,138 ― 6,626   

固定資産廃棄損  2,620 ― ―   

コミットメント手数料  2,875 2,212 4,345   

ファクタリング手数料  2,184 2,179 3,834   

その他  1,615 3,523 5,352   

営業外費用計  18,629 0.2 14,911 0.2 32,854 0.1 

経常利益  ― ― ― ― 241,459 0.8 

経常損失  1,268,436 15.3 807,752 11.7 ― ― 



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益      

投資有価証券売却益  11,865 6,330 ―   

信託受益権譲渡益  ― ― 792,963   

その他  ― ― 20,691   

特別利益計  11,865 0.1 6,330 0.1 813,655 2.6 

Ⅶ 特別損失      

商号変更費用  ― 27,236 ―   

有形固定資産売却損  ― 5,255 ―   

ゴルフ会員権評価損  11,300 ― ―   

事業構造改善費用  ― ― 2,184,802   

その他  ― ― 34,440   

特別損失計  11,300 0.1 32,491 0.5 2,219,242 7.2 

税金等調整前中間 
(当期)純損失 

 1,267,871 15.3 833,913 12.1 1,164,128 3.8 

法人税、住民税及び事業税  26,111 0.3 32,817 0.5 83,194 0.3 

法人税等調整額  △489,068 △5.9 △337,170 △4.9 134,654 0.4 

少数株主利益  8,485 0.1 13,205 0.2 17,718 0.0 

中間(当期)純損失  813,400 9.8 542,766 7.9 1,399,696 4.5 

       



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高    1,801,825 1,801,825   1,801,825 

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

   1,801,825 1,801,825   1,801,825 

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高    2,110,096 774,669   2,110,096 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

   連結範囲の変更に伴う 
   増加高 

 64,276 64,276 ― ― 64,276 64,276 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

   中間(当期)純損失  813,400 542,766 1,399,696   

   自己株式処分差損  6 813,406 ― 542,766 7 1,399,703 

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

   1,360,965 231,902   774,669 

         



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間 
(当期)純損失(△) 

  △1,267,871 △833,913 △1,164,128

減価償却費   27,302 18,205 40,337

受取利息及び受取配当金   △16,055 △4,354 △21,692

支払利息   4,194 6,996 12,696

為替差損・益(△)   △1,086 △2,701 △573

匿名組合投資利益   △43,598 ─ △96,350

有形固定資産売却損   ─ 5,255 139,730

固定資産評価損   ─ ─ 163,239

投資有価証券売却益   △11,865 △6,330 ─

ゴルフ会員権評価損   11,300 ─ ─

信託受益権譲渡益   ─ ─ △792,963

売上債権の減少・ 
増加(△)額 

  8,756,735 6,363,385 1,188,516

未成工事支出金の 
減少・増加(△)額 

  △1,617,772 △5,271,035 4,035,242

仕入債務の増加・ 
減少(△)額 

  △6,320,474 △1,997,116 △2,100,573

未成工事受入金の 
増加・減少(△)額 

  1,530,452 3,026,275 △1,335,317

その他   △495,068 △665,941 △13,966

小計   556,192 638,724 54,194

利息及び配当金の受取額   16,055 4,354 21,692

利息の支払額   △4,199 △6,996 △12,701

法人税等の支払額   △45,982 △80,116 △50,915

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  522,066 555,967 12,269



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出   △20,818 △68,736 △91,327

定期預金の払戻による収入   20,288 91,958 98,305

有形固定資産の 
取得による支出 

  △5,122 △79,075 △7,356

有形固定資産の 
売却による収入 

  2,830 36,710 242,500

投資有価証券の 
取得による支出 

  ─ △2,229 ─

投資有価証券の 
売却による収入 

  22,768 7,395 22,768

信託受益権譲渡による収入   ─ ─ 792,963

出資金の回収による収入   ─ ─ 300,000

その他   5,136 6,517 140,940

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  25,082 △7,459 1,498,793

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の増加・ 
減少(△)額 

  △650,000 △550,000 △1,600,000

少数株主からの 
払込による収入 

  ─ ─ 10,441

配当金の支払額   △10 △10 △35

少数株主への配当金 
の支払額 

  △19,587 △11,741 △19,587

その他   △656 △1,137 △1,691

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △670,254 △562,889 △1,610,872

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

  2,817 2,274 △938

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加・減少(△)額 

  △120,288 △12,107 △100,747

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  779,811 752,130 779,811

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金 
及び現金同等物の増加額 

  73,066 ─ 73,066

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  732,589 740,023 752,130

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す
る事項 

連結子会社の数 ４社 
すべての子会社を連結し
ております。 
連結子会社名 
 エフテックス㈱ 
 富士ファーマナイト㈱ 
 富士電機エンジニアリ 
 ング社 
 ビナ－フジエンジニア 
 リング社 
なお、富士電機エンジニ
アリング社並びにビナ－
フジエンジニアリング社
については、重要性が増
したことから当中間連結
会計期間より連結の範囲
に含めております。 

連結子会社の数 ４社 
すべての子会社を連結し
ております。 
連結子会社名 
 エフテックス㈱ 
 富士ファーマナイト㈱ 
 富士電機エンジニアリ 
 ング社 
 ビナ－フジエンジニア 
 リング社 

連結子会社の数 ４社 
すべての子会社を連結し
ております。 
 連結子会社名 
エフテックス㈱ 
 富士ファーマナイト㈱ 
 富士電機エンジニアリ 
 ング社 
 ビナ－フジエンジニア 
 リング社 
なお、富士電機エンジニ
アリング社並びにビナ－
フジエンジニアリング社
については、重要性が増
したことから当連結会計
年度より連結の範囲に含
めております。 

２ 持分法の適用に関
する事項 

持分法を適用しない関連会
社のうち主要な会社等の名
称 
フジ－ハヤインターナシ
ョナル社 
  
  
関連会社は、中間純損益
及び利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性
がないため、持分法の適
用から除外しておりま
す。 

同左 持分法を適用しない関連会
社のうち主要な会社等の名
称 
フジ－ハヤインターナシ
ョナル社 
  
  
関連会社は、当期純損益
及び利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性
がないため、持分法の適
用から除外しておりま
す。 

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項 

富士ファーマナイト㈱、富
士電機エンジニアリング社
並びにビナ－フジエンジニ
アリング社の中間決算日は
６月30日であります。中間
連結財務諸表の作成にあた
っては同日現在の中間財務
諸表を使用し、中間連結決
算日との間に生じた重要な
取引については連結上必要
な調整を行っております。 

同左 富士ファーマナイト㈱、富
士電機エンジニアリング社
並びにビナ－フジエンジニ
アリング社の決算日は12月
31日であります。連結財務
諸表の作成にあたっては同
日現在の財務諸表を使用
し、連結決算日との間に生
じた重要な取引については
連結上必要な調整を行って
おります。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関
する事項 

    
  

  
  

 (1) 重要な資産の評
価基準及び評価
方法 
  

有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

中間連結決算日の市
場価格等に基づく時
価法(評価差額は、
全部資本直入法によ
り処理し、売却原価
は移動平均法により
算定) 

有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

同左 

有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

連結決算日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は、全部
資本直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算
定) 

    時価のないもの 
移動平均法による原
価法 

  時価のないもの 
同左 

  時価のないもの 
同左 

  たな卸資産 
 未成工事支出金 
  個別法による原価法 

たな卸資産 
 未成工事支出金 

同左 

たな卸資産 
 未成工事支出金 

同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

有形固定資産 

主として定率法によって

おります。 

なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税

法に規定する方法と同一

の基準によっておりま

す。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上して

おります。 

貸倒引当金 

同左 

  

貸倒引当金 

同左 

  

  完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保

の費用に備えるため、か

し担保の費用見積額を計

上しております。 

完成工事補償引当金 

同左 

  

完成工事補償引当金 

同左 

  



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  退職給付引当金 
従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度
末における退職給付債務
及び年金資産の見込み額
に基づき、当中間連結会
計期間末において発生し
ていると認められる額を
計上しております。な
お、計算の結果、当中間
連結会計期間末において
は退職給付引当金が借方
残高となるため、前払年
金費用(投資その他の資
産)として計上しており
ます。 
会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分

額を費用処理しておりま

す。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による按分

額を費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 
従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度
末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に
基づき計上しておりま
す。なお、計算の結果、
当連結会計年度末におい
ては退職給付引当金が借
方残高となるため、前払
年金費用(投資その他の
資産)として計上してお
ります。 
会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分

額を費用処理しておりま

す。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額

法により費用処理してお

ります 

数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

 (4) 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、中
間連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子
会社の資産及び負債、収益
及び費用は、中間連結決算
日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は少
数株主持分及び資本の部に
おける為替換算調整勘定に
含めて計上しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、当
連結会計年度末の直物為替
相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理
しております。なお、在外
子会社の資産及び負債、収
益及び費用は、当連結会計
年度末の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額
は少数株主持分及び資本の
部における為替換算調整勘
定に含めて計上しておりま
す。 

 (5) 重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

同左 

  

同左 

  

 (6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税等に相当する額の
会計処理は、税抜方式に
よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

消費税等の会計処理 

同左 

  



  

  

会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ケ月

以内に償還期限の到来する

短期投資を計上しておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ケ月以内

に償還期限の到来する短期

投資を計上しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結損益計算書関係) 

貸倒引当金戻入益は、営業外収益の１００分の１０を

超えたため区分掲記いたしました。なお、前中間連結

会計期間は営業外収益のその他に4,101千円含まれてお

ります。 

  

    

固定資産廃棄損は、営業外費用の１００分の１０を超

えたため区分掲記いたしました。なお、前中間連結会

計期間は営業外費用のその他に1,727千円含まれており

ます。 

  

    

ファクタリング手数料は、営業外費用の１００分の１

０を超えたため区分掲記いたしました。なお、前中間

連結会計期間は営業外費用のその他に2,056千円含まれ

ております。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,549,153千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

318,360千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

333,370千円 

 ２ 偶発債務 

従業員の金融機関からの住

宅借入金について債務保証

をしております。 

2,028千円 

 ２ 偶発債務 

従業員の金融機関からの住

宅借入金について債務保証

をしております。 

1,217千円 

 ２ 偶発債務 

従業員の金融機関からの住

宅借入金について債務保証

をしております。 

1,541千円 

 ３ 当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る

借入実行残高等は次のとおり

であります。 

貸出コミット
メントの総額 

5,000,000千円 

借入実行残高 2,100,000千円 

差引額 2,900,000千円 

３ 当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る

借入実行残高等は次のとおり

であります。 

貸出コミット
メントの総額

5,000,000千円 

借入実行残高 600,000千円 

差引額 4,400,000千円 

３ 当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る

借入実行残高等は次のとおり

であります。 

貸出コミット
メントの総額

5,000,000千円 

借入実行残高 1,150,000千円 

差引額 3,850,000千円 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

従業員 
給料手当 

533,256千円

地代家賃 178,784千円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

従業員
給料手当

484,503千円

地代家賃 89,318千円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

従業員
給料手当 

1,031,324千円

地代家賃 323,975千円

 ２ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半期

に比べ下半期に完成する工事の

割合が大きいため、連結会計年

度の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。 

同左   



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金預金勘定 860,854千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△130,396千円

流動資産その他 
(預け金) 

2,131千円

現金及び 
現金同等物 

732,589千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金預金勘定 842,927千円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△103,099千円

流動資産その他
(預け金) 

195千円

現金及び 
現金同等物 

740,023千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金預金勘定 874,888千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△123,142千円

流動資産その他
(預け金) 

384千円

現金及び
現金同等物 

752,130千円



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

      

 ① リース物件の取

得価額相当額、

減価償却累計額

相当額及び中間

期末(期末)残高

相当額 

  

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額
相当額 
(千円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

機械・ 
運搬具 
工具 
器具 
備品 

80,649 35,509 45,139

ソフト 
ウェア 7,134 2,279 4,854

合計 87,783 37,789 49,994

取得
価額 
相当額
(千円)

減価
償却 
累計額
相当額
(千円)

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

機械・
運搬具
工具 
器具 
備品 

78,120 47,182 30,938

ソフト
ウェア

11,430 3,694 7,736

合計 89,551 50,876 38,675

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額
(千円)

機械・
運搬具
工具 
器具 
備品 

81,327 42,276 39,050

ソフト
ウェア

6,820 2,858 3,962

合計 88,148 45,135 43,013

   なお、取得価額相当額
は、未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産の中
間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み
法により、算定しておりま
す。 

  

  

  

 ② 未経過リース料

中間期末(期末)

残高相当額 

 なお、未経過リース料中
間期末残高相当額は、未経
過リース料中間期末残高が
有形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法によ
り、算定しております。 

１年以内 17,823千円

１年超 32,170千円

合計 49,994千円

  

  

１年以内 16,897千円

１年超 22,412千円

合計 39,310千円

１年以内 17,346千円

１年超 26,334千円

合計 43,680千円

 ③ 支払リース料及

び減価償却費相

当額 

      

    支払リース料 8,973千円 9,297千円 18,013千円 

    減価償却費 
    相当額 

8,973千円 8,947千円 17,340千円 

    支払利息 
    相当額 

─千円 316千円 761千円 

 ④ 減価償却費相当

額の算定方法 

リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定
額法によっております。 

同左 

  

同左 

  

 ⑤ 利息相当額の算

定方法 

  リース料総額とリース物件
の取得価額相当額との差額
を利息相当額とし、各期へ
の配分方法については、利
息法によっております。 

同左 

２ オペレーティン

グ・リース取引 

   未経過リース料 

  

１年以内 165,996千円

１年超 235,161千円

合計 401,157千円

  

  

  

  



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

種類 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 154,426 282,170 127,744

(2) 債券  

 国債・地方債等 ─ ─ ─

 社債 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

合計 154,426 282,170 127,744

非上場株式(店頭売買株式を除く) 11,500千円

種類 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 153,361 411,341 257,979

(2) 債券  

 国債・地方債等 ─ ─ ─

 社債 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

合計 153,361 411,341 257,979

非上場株式 14,279千円



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

種類 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 154,426 319,303 164,877

(2) 債券  

 国債・地方債等 ─ ─ ─

 社債 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

合計 154,426 319,303 164,877

非上場株式 12,046千円

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引は

全く行っておりませんので該当事項

はありません。 

同左 同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「建設事業」の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「建設事業」の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「建設事業」の割合が

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を

超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各地域に属する主な国又は地域 

     (1) 国又は地域の区分の方法  地域的近接度によっております。 

     (2) 各区分に属する主な国又は地域  アジア：タイ、ベトナム、台湾 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各地域に属する主な国又は地域 

     (1) 国又は地域の区分の方法  地域的近接度によっております。 

     (2) 各区分に属する主な国又は地域  アジア：タイ、ベトナム、台湾 

  

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 513,068 13,215 526,284 

Ⅱ 連結売上高(千円)     6,867,655 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 7.5 0.2 7.7 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 3,172,418 40,487 3,212,906 

Ⅱ 連結売上高(千円)     30,920,046 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 10.3 0.1 10.4 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 259円28銭 206円14銭 230円72銭 

１株当たり 

中間(当期)純損失 
41円14銭 27円46銭 70円80銭 

  

なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、潜在株式がないため記
載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、潜在株式がないため記
載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記
載しておりません。 

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純損失 (千円) 813,400 542,766 1,399,696 

普通株式に係る 
中間(当期)純損失 

(千円) 813,400 542,766 1,399,696 

普通株式の期中 
平均株式数 

(千株) 19,770 19,761 19,768 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間期 

(平成16年９月30日) 

当中間期 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

現金預金   490,317 389,218 540,608  

受取手形   716,428 1,178,754 559,723  

完成工事未収入金   3,772,971 4,474,561 11,423,894  

未成工事支出金   9,196,312 8,787,358 3,538,547  

その他 ※４ 1,185,744 1,252,411 578,449  

貸倒引当金   △4,572 △2,293 △12,099  

 流動資産合計   15,357,203 86.6 16,080,010 92.0 16,629,124 92.2

Ⅱ 固定資産        

有形固定資産 ※１ 843,724 295,534 350,797  

無形固定資産   22,148 19,028 20,588  

投資その他の資産   1,550,860 1,133,461 1,087,989  

貸倒引当金   △46,668 △46,467 △46,543  

 固定資産合計   2,370,065 13.4 1,401,556 8.0 1,412,831 7.8

資産合計   17,727,268 100.0 17,481,567 100.0 18,041,955 100.0

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

支払手形   103,519 340,220 ─  

工事未払金   6,073,633 8,067,981 10,386,254  

短期借入金   2,100,320 600,320 1,150,320  

未成工事受入金   4,114,737 4,173,382 1,275,111  

完成工事補償引当金   39,000 53,000 53,000  

その他   225,059 246,031 683,565  

 流動負債合計   12,656,269 71.4 13,480,935 77.1 13,548,251 75.1



  

  

  

    
前中間期 

(平成16年９月30日) 

当中間期 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債        

長期借入金   880 560 720  

 固定負債合計   880 0.0 560 0.0 720 0.0

負債合計   12,657,149 71.4 13,481,495 77.1 13,548,971 75.1

(資本の部)        

Ⅰ 資本金   1,970,000 11.1 1,970,000 11.3 1,970,000 10.9

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金   1,801,825 1,801,825 1,801,825  

 資本剰余金合計   1,801,825 10.2 1,801,825 10.3 1,801,825 10.0

Ⅲ 利益剰余金        

利益準備金   152,939 152,939 152,939  

任意積立金   1,726,082 430,000 1,726,082  

中間(当期) 
未処理損失 

  651,722 501,065 1,250,003  

 利益剰余金合計   1,227,299 6.9 81,873 0.4 629,018 3.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  75,752 0.4 152,981 0.9 97,772 0.5

Ⅴ 自己株式   △4,757 △0.0 △6,608 △0.0 △5,631 △0.0

資本合計   5,070,118 28.6 4,000,071 22.9 4,492,984 24.9

負債資本合計   17,727,268 100.0 17,481,567 100.0 18,041,955 100.0

       



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間期 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高        

完成工事高   7,783,078 100.0 6,340,498 100.0 29,628,976 100.0

Ⅱ 売上原価        

完成工事原価   7,749,080 99.6 6,079,532 95.9 27,085,592 91.4

売上総利益        

完成工事総利益   33,998 0.4 260,965 4.1 2,543,384 8.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,401,612 18.0 1,124,052 17.7 2,523,255 8.5

営業利益   ─ ─ ─ ─ 20,129 0.1

営業損失   1,367,614 17.6 863,086 13.6 ─ ─

Ⅳ 営業外収益        

受取利息   12,915 229 17,716  

その他   97,500 33,752 175,043  

 営業外収益計   110,415 1.4 33,981 0.5 192,760 0.6

Ⅴ 営業外費用        

支払利息   3,876 6,996 12,696  

その他   14,296 7,053 19,686  

 営業外費用計   18,173 0.2 14,049 0.2 32,382 0.1

経常利益   ─ ─ ─ ─ 180,507 0.6

経常損失   1,275,372 16.4 843,154 13.3 ─ ─



  

    
前中間期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間期 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益        

投資有価証券売却益   11,865 6,330 ─  

信託受益権譲渡益   ─ ─ 792,963  

その他   ─ ─ 20,691  

 特別利益計   11,865 0.2 6,330 0.1 813,655 2.8

Ⅶ 特別損失        

商号変更費用   ─ 27,236 ─  

有形固定資産売却損   ─ 5,255 ─  

事業構造改善費用   ─ ─ 2,184,802  

ゴルフ会員権評価損   11,300 ─ ─  

その他   ─ ─ 34,440  

 特別損失計   11,300 0.2 32,491 0.5 2,219,242 7.5

税引前中間 
(当期)純損失 

  1,274,807 16.4 869,315 13.7 1,225,080 4.1

法人税、住民税 
及び事業税 

  16,895 0.2 15,000 0.2 41,250 0.1

法人税等調整額   △488,996 △6.3 △337,170 △5.3 134,654 0.5

中間(当期)純損失   802,706 10.3 547,145 8.6 1,400,985 4.7

前期繰越利益   150,989 46,079 150,989  

自己株式処分差損   6 ─ 7  

中間(当期) 
未処理損失 

  651,722 501,065 1,250,003  

       



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 前中間期 当中間期 前事業年度 

１ 重要な資産の評価

基準及び評価方法 

有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

  移動平均法による原価

法 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  時価のないもの 

同左 

有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

  時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 

 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

たな卸資産 

 未成工事支出金 

同左 

たな卸資産 

 未成工事支出金 

同左 

２ 重要な固定資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税

法に規定する方法と同一

の基準によっておりま

す。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上して

おります。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保

の費用に備えるため、か

し担保の費用見積額を計

上しております。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

同左 



  

  

項目 前中間期 当中間期 前事業年度 

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当

中間期末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。な

お、計算の結果、当中間

期末においては退職給付

引当金が借方残高となる

ため、前払年金費用(投

資その他の資産)として

計上しております。 

会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分

額を費用処理しておりま

す。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額

法により費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌期より費用処理してお

ります。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上

しております。なお、計

算の結果、当期末におい

ては退職給付引当金が借

方残高となるため、前払

年金費用(投資その他の

資産)として計上してお

ります。 

会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分

額を費用処理しておりま

す。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額

法により費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌期より費用処理してお

ります。 

  

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等に相当する額の会

計処理 

消費税等に相当する額の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等に相当する額の会

計処理 

同左 

消費税等に相当する額の会

計処理 

同左 



会計処理の変更 

前中間期 当中間期 前事業年度 

  (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間期から「固定資産の減損に

係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間期 当中間期 前事業年度 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,503,878千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

266,740千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

284,599千円 

 ２ 偶発債務 

従業員の金融機関からの住

宅借入金について債務保証

をしております。 

2,028千円 

 ２ 偶発債務 

従業員の金融機関からの住

宅借入金について債務保証

をしております。 

1,217千円 

 ２ 偶発債務 

従業員の金融機関からの住

宅借入金について債務保証

をしております。 

1,541千円 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４

行と貸出コミットメント契

約を締結しております。 

当中間会計期間末における

貸出コミットメントに係る

借入実行残高等は次のとお

りであります。 

貸出コミット
メントの総額 

5,000,000千円 

借入実行残高 2,100,000千円 

差引額 2,900,000千円 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４

行と貸出コミットメント契

約を締結しております。 

当中間会計期間末における

貸出コミットメントに係る

借入実行残高等は次のとお

りであります。 

貸出コミット
メントの総額

5,000,000千円 

借入実行残高 600,000千円 

差引額 4,400,000千円 

３ 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行

と貸出コミットメント契約

を締結しております。 

当中間会計期間末における

貸出コミットメントに係る

借入実行残高等は次のとお

りであります。 

貸出コミット
メントの総額

5,000,000千円 

借入実行残高 1,150,000千円 

差引額 3,850,000千円 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資

産のその他に含めて表示し

ております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

  

前中間期 当中間期 前事業年度 

 １ 過去１年間の売上高 

当事業年度は、上半期の売

上高と下半期の売上高との

間に著しい相違が生じると

見込まれます。当中間期末

に至る一年間の売上高は次

のとおりであります。 

 １ 過去１年間の売上高 

同左 

  

 
前事業年度 
下半期 

21,744,472千円

当中間期 7,783,078千円

計 29,527,550千円

前事業年度
下半期 

21,845,897千円

当中間期 6,340,498千円

計 28,186,396千円

  

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 22,939千円

無形固定資産 1,560千円

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 14,186千円

無形固定資産 1,560千円

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 32,258千円

無形固定資産 3,120千円



(リース取引関係) 

  

  
(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

項目 前中間期 当中間期 前事業年度 

１ リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

      

① リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び中間期末(期

末)残高相当額 

  

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

車両 
運搬具 7,962 3,832 4,129

工具器
具備品 72,687 31,677 41,009

ソフト 
ウェア 7,134 2,279 4,854

合計 87,783 37,789 49,994

取得
価額 
相当額
(千円)

減価
償却 
累計額
相当額
(千円)

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

車両
運搬具

4,513 2,507 2,005

工具器
具備品

73,607 44,674 28,932

ソフト
ウェア

11,430 3,694 7,736

合計 89,551 50,876 38,675

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額
(千円)

車両
運搬具

7,720 4,801 2,918

工具器
具備品

73,607 37,475 36,132

ソフト
ウェア

6,820 2,858 3,962

合計 88,148 45,135 43,013

   なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法により、算定しておりま

す。 

    

② 未経過リース料中

間期末(期末)残高

相当額 

１年以内 17,823千円

１年超 32,170千円

合計 49,994千円

１年以内 16,897千円

１年超 22,412千円

合計 39,310千円

１年以内 17,346千円

１年超 26,334千円

合計 43,680千円

   なお、未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り、算定しております。 

    

③ 支払リース料及び

減価償却費相当額 

      

  支払リース料 8,973千円 9,297千円 18,013千円 

  減価償却費相当額 8,973千円 8,947千円 17,340千円 

 支払利息相当額 ─千円 316千円 761千円 

④ 減価償却費相当額

の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 同左 

⑤ 利息相当額の算定

方法 

  リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。 

同左 

２ オペレーティン

グ・リース取引 

   未経過リース料 

  

  

１年以内 165,996千円

１年超 235,161千円

合計 401,157千円

    



  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

項目 前中間期 当中間期 前事業年度 

１株当たり純資産額 256円46銭 202円44銭 227円33銭 

１株当たり中間(当期)純損失 40円60銭 27円68銭 70円86銭 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につ

いては、潜在株式がない

ため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につ

いては、潜在株式がない

ため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式がない

ため記載しておりませ

ん。 

    前中間期 当中間期 前事業年度 

中間(当期)純損失 (千円) 802,706 547,145 1,400,985 

普通株式に係る 

中間(当期)純損失 
(千円) 802,706 547,145 1,400,985 

普通株式の期中 

平均株式数 
(千株) 19,770 19,761 19,768 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第95期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  
  

平成16年12月17日

富士電機工事株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富士電

機工事株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、富士電機工事株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以上 

  

  
  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  伊 佐 山  操 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  遠 藤  健 二 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  小 林    宏 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
  

平成17年12月16日

富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富士電

機Ｅ＆Ｃ株式会社(旧会社名 富士電機工事株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の

中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  遠 藤  健 二 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  由 良  知 久 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
  

平成16年12月17日

富士電機工事株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富士電

機工事株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第95期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、富士電機工事株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以上 

  

  

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  伊 佐 山  操 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  遠 藤  健 二 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  小 林    宏 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
  

平成17年12月16日

富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富士電

機Ｅ＆Ｃ株式会社(旧会社名 富士電機工事株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第96期事業年度

の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以上 

  

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  遠 藤  健 二 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  由 良  知 久 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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